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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配達先に応じて、倉庫から、または特定の配達先に関連付けられた最寄拠点から、商品
を発送する販売システムを管理する輸配送管理システムであって、
　前記最寄拠点に一時保管されている商品の数量情報を記憶する記憶手段と、
　前記最寄拠点に関連付けられた配達先に対する商品の需要数量を予測する予測手段と、
　顧客から商品の発注を受ける前に、予測された商品の需要数量と前記最寄拠点に一時保
管されている商品の数量との差が閾値未満であれば、前記倉庫に関連付けられた倉庫サー
バまたは中継拠点に関連付けられた中継拠点サーバに対して、前記倉庫または中継拠点か
ら前記最寄拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信し、前記顧客から商品の発注を受
けた後に、前記最寄拠点に関連付けられた最寄拠点サーバに対して、発注された商品を前
記顧客に納品するための納品指示を送信する、指示手段と、
　を備え、
　前記倉庫から顧客への商品の配送が前記最寄拠点を介して行われ、かつ、前記倉庫から
顧客への商品の配送と前記倉庫から前記最寄拠点への商品の補充とが共通の物流網を用い
て行われ、
　前記指示手段は、前記倉庫から前記最寄拠点への商品の補充に係る輸送量と、前記倉庫
から顧客への商品の配送に係る輸送量との合計と、輸送キャパシティとを考慮して、前記
倉庫から前記最寄拠点への商品の輸送数量を決定して、前記輸送指示に含めて送信する、
輸配送管理システム。
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【請求項２】
　前記指示手段は、前記倉庫から前記最寄拠点への商品の補充に係る前記輸送数量を、当
該補充を行わない場合と比較して、前記物流網における日ごとの輸送数量のバラツキが抑
制されるように決定する、
　請求項１に記載の輸配送管理システム。
【請求項３】
　前記予測手段は、
　複数の期間にわたる商品の需要数量を予測し、
　直近の期間から順に、当該期間における予測された商品の需要数量と前記最寄拠点に一
時保管されていると予想される商品の数量との差が閾値未満であるか判定し、そうであれ
ば、前記倉庫から前記最寄拠点への商品の輸送数量を決定し、前記倉庫から顧客への商品
の配送に係る輸送量に前記決定された輸送数量を加えても前記物流網の輸送キャパシティ
を超えていなければ次の期間についての判定および輸送数量の決定を繰り返す、
　請求項１に記載の輸配送管理システム。
【請求項４】
　商品識別子と数量と配達先とを含む発注情報を取得する受注手段と、
　前記発注情報に含まれる配達先が前記最寄拠点に関連付けられており、かつ、前記最寄
拠点に前記商品識別子によって示される商品が前記数量以上存在している、という条件を
満たすか否かを判定する判定手段と、
　をさらに備え、
　前記指示手段は、前記条件を満たす場合に、前記最寄拠点サーバに対して前記納品指示
を送信し、前記条件を満たさない場合に、前記倉庫サーバに対して、前記発注情報に対応
する出荷指示を送信する、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項５】
　前記指示手段は、前記条件を満たさない場合であっても、前記最寄拠点と中継拠点に一
時保管されている前記商品の数量の合計が、前記発注情報に含まれる数量以上存在する場
合に、前記中継拠点サーバに対して、前記商品を前記最寄拠点に向けて輸送する輸送指示
を送信する、
　請求項４に記載の輸配送管理システム。
【請求項６】
　前記受注手段は、定期的な購入であり配達日が確定していない発注である計画発注情報
も取得可能であり、
　前記予測手段は、前記計画発注情報に基づいて需要数量の予測を行う、
　請求項４または５に記載の輸配送管理システム。
【請求項７】
　前記指示手段は、予測された商品の需要数量と前記最寄拠点に一時保管されている商品
の数量および前記中継拠点に一時保管されている商品の数量の合計との差が閾値未満であ
れば、前記倉庫サーバまたは前記中継拠点サーバに対して、前記倉庫または前記中継拠点
から前記最寄拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信する、
　請求項１から６のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項８】
　前記指示手段は、前記倉庫および前記中継拠点から前記最寄拠点への商品の補充に係る
輸送量と、前記倉庫および前記中継拠点から前記顧客への商品の出荷に係る輸送量との合
計と、輸送キャパシティとを考慮して、前記倉庫または前記中継拠点から前記最寄拠点へ
の商品の輸送数量を決定して、前記輸送指示に含めて送信する、
　請求項７に記載の輸配送管理システム。
【請求項９】
　前記倉庫から前記最寄拠点への商品の輸送は、前記商品がカゴ台車に搭載された状態で
行われ、
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　前記最寄拠点では、前記カゴ台車ごと前記商品が一時保管され、
　前記カゴ台車の重量センサと通信装置とが設けられており、
　前記記憶手段は、前記通信装置を介して送信される前記重量センサのセンサ読み取り値
に基づいて、前記数量情報を更新する、
　請求項１から８のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項１０】
　前記納品指示は、荷札ラベルおよび納品書の少なくともいずれかを印刷するための伝票
印字情報が含まれる、
　請求項１から９のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項１１】
　前記最寄拠点は、特定の建物内に存在し、
　前記特定の配達先は、前記建物内の配達先である、
　請求項１から１０のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項１２】
　前記特定の配達先は、前記最寄拠点から所定の距離以内に存在する配達先である、
　請求項１から１０のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項１３】
　前記商品の少なくとも一部は、複数個が１つの容器に格納されており、
　前記容器には、重量センサと通信装置が設けられており、
　前記納品指示は、前記最寄拠点に一時保管されており前記商品が複数格納されている第
１の容器を前記配達先まで届け、かつ、前記配達先にある第２の容器を回収する指示を含
み、
　前記輸配送管理システムは、前記第１の容器の通信装置を介して送信される重量センサ
の読み取り値と、前記第２の容器の通信装置を介して送信される重量センサの読み取り値
と、の差に基づいて、請求情報を生成する請求処理手段をさらに備える、
　請求項１から１０のいずれか１項に記載の輸配送管理システム。
【請求項１４】
　前記容器に格納されている商品は、容器単位で発注がなされ、
　配達先にある容器の通信装置を介して送信される重量センサの読み取り値が、所定の閾
値未満である場合に、受注手段は、前記配達先に前記商品が格納された容器を１つ配送す
る発注を受けたと判断する、
　請求項１３に記載の輸配送管理システム。
【請求項１５】
　配達先に応じて、倉庫から、または特定の配達先に関連付けられた最寄拠点から、商品
を発送する販売システムにおける輸配送管理方法であって、
　コンピュータが、
　前記最寄拠点に一時保管されている商品の数量情報を取得するステップと、
　前記最寄拠点に関連付けられた配達先に対する商品の需要数量を予測するステップと、
　顧客から商品の発注を受ける前に、予測された商品の需要数量と前記最寄拠点に一時保
管されている商品の数量との差が閾値未満であれば、前記倉庫に関連付けられた倉庫サー
バまたは中継拠点に関連付けられた中継拠点サーバに対して、前記倉庫または前記中継拠
点から前記最寄拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信するステップと、
　前記顧客から商品の発注を受けた後に、前記最寄拠点に関連付けられた最寄拠点サーバ
に対して、発注された商品を前記顧客に納品するための納品指示を送信するステップと、
　実行し、
　前記輸送指示を送信するステップは、前記倉庫から前記最寄拠点への商品の補充に係る
輸送量と、前記倉庫から顧客への商品の配送に係る輸送量との合計と、輸送キャパシティ
とを考慮して、前記倉庫から前記最寄拠点への商品の輸送数量を決定するステップと、決
定された輸送数量を前記輸送指示に含めて送信するステップと、を含む、
輸配送管理方法。
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【請求項１６】
　請求項１５に記載の方法の各ステップをコンピュータに実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、商品の輸送および配送を管理する輸配送管理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、物流量の増加に伴い配達効率を高めることが求められている。また、顧客による
注文から商品の配達までに要する時間を短縮することも求められている。
【０００３】
　特許文献１は、顧客からの注文を受ける前に、配達先を完全には指定しない予測出荷を
行い、商品の輸送中に顧客からの注文を受けた時点で、商品の配達先を確定して配達する
ことを開示する。この手法は、予測が的中した場合には配達効率が改善するが、予測が外
れた場合には、商品の保管や管理などの余計な手間がかかってしまう。特に、発送から配
達までに要する時間が短いほど、予測出荷を成功させることは困難である。
【０００４】
　特許文献２は、商品を顧客の元に配置し、商品が消費された場合にその商品の代金を回
収するとともに商品の補充を行う、いわゆる「置き薬」方式の販売を開示する。この手法
は、顧客の元に商品を配置する必要があるので、小型かつ少量消費の商品のみが対象とな
る。すなわち、大型の商品や多量に消費される商品には適用が困難である。
【０００５】
　既存の大手配送業者によって提供される小口宅配物流網は、集荷と配送の物量バランス
が成立している状態が最も効率が良いとされるが、eコマースの成長によって1度に大量の
荷物が片方向へ流れる特徴がある。これによって、従来の宅配に特化した物流網のバラン
スを崩して効率を悪化させてしまい、ドライバー不足や物流費の高騰などを招く社会問題
の原因となっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特表２００８－５２４７１４号公報
【特許文献２】特開２００４－１１５２５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のように、eコマースの成長に伴う宅配物流量の増加に伴い、従来の物流網の持続
可能性が危ぶまれるという社会的課題が存在する。物流の破綻を阻止するためには物流効
率の改善が必要である。また、物流効率の改善だけでなく、配送員や配送業者の参入障壁
を引き下げ、物流供給能力を増強可能とすることも望まれる。
【０００８】
　そこで、本発明は、既存の物流網に係る負担を最小限としつつ、効率的で持続可能な新
規な物流方式、ならびにこれを実現するための輸配送管理システムを提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第一の態様は、配達先に応じて、倉庫から、または特定の配達先に関連付けら
れた最寄拠点から、商品を発送する販売システムを管理する輸配送管理システムであって
、
　前記顧客から商品の発注を受ける前に、前記倉庫に関連付けられた倉庫サーバに対して
、前記倉庫を経由して前記最寄拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信し、前記顧客
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から商品の発注を受けた後に、前記最寄拠点に関連付けられた最寄拠点サーバに対して、
発注された商品を前記顧客に納品するための納品指示を送信する、指示手段と、
　を備える、ことを特徴とする。
【００１０】
　倉庫から最寄拠点への商品輸送は、１つまたは複数の中継拠点を介して行われてもよい
。また、中継拠点にも商品が一時保管される場合には、最寄拠点への輸送指示は中継拠点
に関連付けられた中継拠点サーバに対して送信されてもよく、この場合は、中継拠点から
最寄拠点に商品が輸送される。
【００１１】
　ここで、最寄拠点は、顧客と同一建物内やその近くなどの近距離に設けられることが望
ましい。ここでいう近距離とは、商品の納品に車両を用いる必要がなく、徒歩あるいは自
転車やバイク等で納品が行えるような距離を意味する。１つの最寄拠点がカバーする領域
は狭いため、最寄拠点は多数設けられて、対象とするエリア全体をカバーできるようにす
ることが望ましい。
【００１２】
　本態様によれば、倉庫から最寄拠点に対する商品の輸送を、輸送車両の空き状況を考慮
しながら行えるため、積載効率の向上、輸送車両の車格低減や車両数の削減が見込まれる
。倉庫から中継拠点を経由して最寄拠点まで商品を輸送する場合は、各拠点間での輸送車
両の空き状況を考慮することで、各拠点間において望ましいタイミングでの輸送が行える
。また、最寄拠点から顧客（納品先）までの距離が短く車両等の利用が不要であることか
ら、この部分の配送員・配送業者の参入障壁が低く物流供給能力の確保が容易となる。
【００１３】
　また、本態様では、最寄拠点に商品が保管されていることから、注文を受け付けてから
納品までの時間を従来と比較して大幅に短縮することができる。
【００１４】
　本態様は、前記最寄拠点に一時保管されている商品の数量情報を記憶する記憶手段と、
　商品識別子と数量と配達先とを含む発注情報を取得する受注手段と、
　前記発注情報に含まれる配達先が前記最寄拠点に関連付けられており、かつ、前記最寄
拠点に前記商品識別子によって示される商品が前記数量以上存在している、という条件を
満たすか否かを判定する判定手段と、
　をさらに備え、
　前記指示手段は、前記条件を満たす場合に、前記最寄拠点サーバに対して前記納品指示
を送信し、前記条件を満たさない場合に、前記倉庫サーバに対して、前記発注情報に対応
する出荷指示を送信してもよい。なお、倉庫から出荷した商品は、最寄拠点を経由して、
顧客（納品先）まで届けられてもよい。
【００１５】
　このように、最寄拠点に十分な商品数がない商品については倉庫から商品を出荷するこ
とで、最寄拠点にない商品の販売も従来通りに行える。
【００１６】
　また、本態様において、中継拠点に商品が一時保管される場合には、前記記憶手段は、
中継拠点に一時保管されている商品の数量情報も記憶し、前記指示手段は、上述の条件を
満たさない場合であっても、前記最寄拠点と中継拠点に一時保管されている前記商品が数
量の合計が、前記発注情報に含まれる数量以上存在する場合には、前記中継拠点サーバに
対して、前記商品を前記最寄拠点に向けて輸送する輸送指示を送信してもよい。なお、中
継拠点から最寄拠点に向けて商品を輸送するというには、当該中継拠点から次の中継拠へ
商品を輸送することを含む概念である。
【００１７】
　このようにすれば、最寄拠点に十分な商品数がない商品であっても、中継拠点に一時保
管されている商品と合計すれば必要量に達する場合には、倉庫から商品を発送する必要が
なくなる。
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【００１８】
　また、本態様において、前記最寄拠点に関連付けられた配達先に対する商品の需要数量
を予測する予測手段をさらに備え、前記指示手段は、予測された商品の需要数量と前記最
寄拠点に一時保管されている商品の数量との差が閾値未満であれば、前記倉庫サーバに対
して、前記倉庫から前記最寄拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信する、ことも好
ましい。中継拠点に商品を一時保管する場合には、前記指示手段は、倉庫から最寄拠点へ
商品を輸送する代わりに、中継拠点から最寄拠点に商品を輸送するようにしてもよい。ま
た、最寄拠点に一時保管される商品の数量および中継拠点に一時保管される商品の数量の
合計と、予測される需要数量との差が閾値未満の場合に、前記指示手段は、倉庫サーバに
対して、最寄拠点または中継拠点に商品を輸送するための輸送指示を送信するようにして
もよい。需要予測は、過去の販売実績に基づいて行うことができる。
【００１９】
　このように、需要予測に基づいて中継拠点や最寄拠点に商品を適宜補充するため、最寄
拠点における欠品が発生する確率を最小限とすることができる。各拠点の数量は上限値を
定めることができ、過度な数量を一時保管しないよう制御することができる。
【００２０】
　また、前記指示手段は、倉庫から中継拠点もしくは最寄拠点への商品（最終的な納品先
が確定していない商品）の輸送数量を、各回の倉庫から商品（最終的な納品先が確定して
いる商品）の予測出荷数量に基づいて決定するとよい。具体的には、各回の倉庫からの出
荷および輸送の数量の合計ができるだけ均等となるように、輸送数量を決定するとよい。
倉庫からの出荷数量にはばらつきが生じるが、最終的な納品先が確定していない商品の輸
送日は前後させることができるため、倉庫からの出荷・輸送数量を均等化することができ
る。これは、稼働率の向上及び必要な輸送力の削減につながり効率化が図れる。
【００２１】
　需要予測は、計画発注を考慮して行ってもよい。すなわち、本態様において、前記受注
手段は、定期的な購入であり配達日が確定していない発注である計画発注情報も取得可能
であり、前記予測手段は、前記計画発注情報に基づいて需要数量の予測を行う、ようにし
てもよい。
【００２２】
　計画発注は、実際に購入される可能性が高いため、計画発注を導入することで需要予測
の精度をより高めることができる。
【００２３】
　また、本態様において、前記倉庫から前記中継拠点もしくは最寄拠点への商品の輸送は
、前記商品がカゴ台車に搭載された状態で行われ、前記中継拠点もしくは最寄拠点では、
前記カゴ台車ごと前記商品が一時保管され、前記カゴ台車の重量センサと通信装置とが設
けられており、前記記憶手段は、前記通信装置を介して送信される前記重量センサのセン
サ読み取り値に基づいて、前記数量情報を更新する、ようにしてもよい。
【００２４】
　中継拠点もしくは最寄拠点の商品数量は、補充数量（倉庫から最寄拠点への輸送数量）
と納品数量（中継拠点もしくは最寄拠点から顧客への配達数量）の差に基づいて行えるが
、上述の構成を採用することで、中継拠点もしくは最寄拠点の商品数量をより確実に把握
できるようになる。
【００２５】
　本態様において、前記納品指示は、荷札ラベルおよび納品書の少なくともいずれかを印
刷するための伝票印字情報が含まれてもよい。中継拠点もしくは最寄拠点の配達員は、荷
札ラベルまたは納品書を印刷して、顧客に商品を配達する。
【００２６】
　本態様において、中継拠点もしくは最寄拠点は、１または複数の顧客と関連付けられる
。たとえば、前記中継拠点もしくは最寄拠点は、特定の建物内に存在し、前記特定の配達
先は、前記建物内の配達先であってもよい。あるいは、中継拠点もしくは最寄拠点は荷捌



(7) JP 6669190 B2 2020.3.18

10

20

30

40

50

き施設として町中に設置され、前記特定の配達先は、前記中継拠点もしくは最寄拠点から
所定の距離以内に存在する配達先であってもよい。
【００２７】
　また、本態様において、
　前記商品の少なくとも一部は、複数個が１つの容器に格納されており、
　前記容器には、重量センサと通信装置が設けられており、
　前記納品指示は、前記最寄拠点に一時保管されており前記商品が複数格納されている第
１の容器を前記配達先まで届け、かつ、前記配達先にある第２の容器を回収する指示を含
み、
　前記輸配送管理システムは、前記第１の容器の通信装置を介して送信される重量センサ
の読み取り値と、前記第２の容器の通信装置を介して送信される重量センサの読み取り値
と、の差に基づいて、請求情報を生成する請求処理手段をさらに備える、ことも好ましい
。
【００２８】
　このような構成によれば、小型商品を簡易に配送できかつ請求処理も容易に行えるよう
になる。
【００２９】
　上記の構成において、前記容器に格納されている商品は、容器単位で発注がなされ、配
達先にある容器の通信装置を介して送信される重量センサの読み取り値が、所定の閾値未
満である場合に、前記受注手段は、前記配達先に前記商品が格納された容器を１つ配送す
る発注情報を取得したと判断する、ことも好ましい。
【００３０】
　このように、容器内の重量（すなわち、商品個数）が閾値未満となったときに、容器を
配達する注文が得られたとみなすことで、中継拠点、最寄拠点または倉庫のいずれかから
配達が行える。顧客にとっては、明示的に発注処理を行わなくてよいという利点がある。
【００３１】
　本発明は、上記の手段の少なくとも一部を含む輸配送管理システム（輸配送管理サーバ
）として捉えることもできる。また、本発明は、上記手段が行う処理の少なくとも一部を
含む輸配送管理方法として捉えることもできる。本発明は、当該方法をコンピュータに実
行させるためのコンピュータプログラム、あるいはこのコンピュータプログラムを非一時
的に記憶したコンピュータ可読記憶媒体として捉えることもできる。上記手段および処理
の各々は可能な限り互いに組み合わせて本発明を構成することができる。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によれば、既存の物流網に係る負担を最小限としつつ、従来よりも効率的かつ簡
易で持続可能な新規な物流方式を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】図１Ａおよび図１Ｂは、第１の実施形態における物流モデルを説明する図である
。
【図２】図２は、第１の実施形態における物流モデルでの商品の動きを説明する図である
。
【図３】図３は、第１の実施形態における輸配送管理システムの構成を示す図である。
【図４】図４は、第１の実施形態における受注時の処理の流れを示すフローチャートであ
る。
【図５】図５は、最寄拠点マスタＤＢの例を示す図である。
【図６】図６は、商品数量マスタＤＢの例を示す図である。
【図７】図７Ａおよび図７Ｂは、第１の実施形態およびその変形例における最寄拠点への
商品の補充処理の流れを示すフローチャートである。
【図８】図８は、第１の実施形態の変形例における、商品数量管理および補充処理を説明
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する図である。
【図９】図９Ａおよび図９Ｂは、第２の実施形態における物流モデルおよびバラ商品を格
納するカートリッジ式容器を説明する図である。
【図１０】図１０は、第２の実施形態における輸配送管理システムの構成を示す図である
。
【図１１】図１１は、第２の実施形態における受注時の処理の流れを示すフローチャート
である。
【図１２】図１２は、第１の実施形態における商品の補充処理の具体例を説明する図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　以下、実施形態の詳細について、図面を参照しながら説明する。ただし、以下に説明す
る実施形態は一例にすぎず、本開示に係る輸配送管理システム、輸配送管理装置、輸配送
管理方法および輸配送管理プログラムを以下に説明する具体的構成に限定するものではな
い。また、実施にあたっては、実施形態に応じた具体的構成が適宜採用され、種々の改良
や変形が行われてよい。
【００３５】
（第１の実施形態）
［概要］
　始めに、本実施形態における物流モデルの概略について図１Ａ，１Ｂおよび図２を参照
して説明する。図１Ａ，１Ｂは、本物流モデルを模式的に説明する図であり、図２は、本
物流モデルにおける荷物の移動を説明する図である。
【００３６】
　本物流モデルでは、顧客（配達先）１の近くに商品の最寄拠点４を設け、顧客１が購入
すると予測される商品を倉庫３から中継拠点６に輸送して一時保管（仮置）しておく。さ
らに、中継拠点６から最寄拠点４まで、適切なタイミングで商品を移動させ、最寄拠点４
に商品を一時保管する。顧客から商品の注文が入ると、輸配送管理システム２から最寄拠
点４内に対して納品指示が送信され、最寄拠点４内の配達員が一時保管された商品を取り
出して顧客１の元まで配達する。
【００３７】
　本実施形態において、倉庫３は、商品を販売する企業が商品を在庫・保管する自社倉庫
と、当該企業が商品を調達するメーカーの倉庫の両方を含んでよい。
【００３８】
　本実施形態では、最寄拠点４はあらかじめ定められた特定の１または複数の顧客１と関
連付けられる。たとえば、最寄拠点４は、大規模オフィスビルの内部（たとえば、地下荷
捌き施設）に設けられ、このオフィスビル内の顧客１に対する商品を保管する。あるいは
、最寄拠点４は、中小のオフィスビルが密集しているエリアに独立した荷捌き施設として
設置され、徒歩で所定時間（たとえば１０分）圏内の顧客１に対する商品を保管する。最
寄拠点４は、多数設けられて対象とするエリア全体をカバーできるようにするとよい。
【００３９】
　中継拠点６は、商品が倉庫３から出荷されてから、最寄拠点４に到達するまでに商品が
経由するセンターや荷捌き場である。図１Ａでは、中継拠点６は１つ示されているが、倉
庫１から最寄拠点４までの間に複数の中継拠点６が存在してもよい。逆に、中継拠点６が
存在しなくてもよい。また、図１Ｂにおいて、倉庫３から最寄拠点４への商品輸送におい
て中継拠点６を中継することの記載は省略している。
【００４０】
　また、「センター」とは、荷物の運搬や荷役作業を行うためのマテハン機器を備える自
動仕分けが可能な大型物流拠点を指す。また、「荷捌き場」は、マテハン機器を備えずに
荷物を手動で仕分けするためのスペースが典型的な例である。
【００４１】
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　最寄拠点４から顧客１への納品は、たとえば、最寄拠点４から顧客１までの配達を担当
する業者によって行われる。この業者は、たとえば、倉庫３から最寄拠点４まで商品を輸
送する業者と同一の業者であってもよいし別業者であってもよい。ただし、最寄拠点４（
あるいはそのさらに上流）から顧客１までの納品は一つの業者によって行えるように、荷
物をまとめておくことが好ましい。納品を行う業者は、運送業許可を得た運送事業者であ
ってもよいし、運送業許可を得ていない業者であってもよい。また、館内の警備員やコン
シェルジュが納品を行ってもよい。最寄拠点４と顧客１との距離が十分に短いことから、
納品は配達員が徒歩によって行えるが、自転車やバイクや車両を使った配達を排除するも
のではない。
【００４２】
　このように本実施形態は、倉庫３から中継拠点６や最寄拠点４までの物流経路上に存在
する一時保管商品の数量と各拠点間にかかる輸送時間・輸送車両の空き状況を考慮しつつ
、最終的に消費される日（納品日）までに効率的に商品を輸送する。また、最寄拠点４か
ら顧客１までの距離が近く徒歩等での納品が行えるため、比較的簡便な作業であるととも
に軽貨物自動車運送事業の届出などが不要なため、参入障壁が低くより多くの配送事業者
の参加が見込める。
【００４３】
　また、商品の需要予測に基づいて配達先の近くの最寄拠点４あるいは中継拠点６まで商
品を先に移動させておくことで、注文が入ってから配達までの時間を大幅に短縮できる。
また、最寄拠点４と配達先の距離が近いので、高頻度での配達も可能となる。
【００４４】
　本実施形態では、顧客１への納品日までに最寄拠点４に必要な量の商品がそろっていれ
ばよく、倉庫３と中継拠点６の間、中継拠点６の間、中継拠点６と最寄拠点４の間の輸送
容量の空き状況を考慮して、空きがある時に事前に輸送すればよい。このように本実施形
態では、事前に最寄拠点４や中継拠点６に、余剰の輸送容量を用いて商品を移動させる。
従来は、顧客１からの注文を起点として倉庫３からの出荷日が特定され、出荷日から輸配
送のリードタイムを加算して納期を決定しているが、この場合、日ごとの変動が大きく、
輸送効率が悪くなる。それに対して、本実施形態では、必要とされる納期と数量を予測し
て、そこから逆算して、最寄拠点４や中継拠点６での中間体流量を管理・調整しながら商
品を移動させることで、輸配送の効率を向上させることができる。
【００４５】
　本物流モデルを採用する場合、顧客１が購入する全ての商品を最寄拠点４に一時保管し
ておくことは現実的に不可能である。したがって、図２に示すように、最寄拠点４に一時
保管され最寄拠点４から発送される商品と、最寄拠点４には一時保管されずに倉庫３から
発送される商品と、中継拠点に一時保管され、納品日までに最寄拠点に移動する商品が存
在する。本開示において、最寄拠点４から商品を配達することと倉庫３から顧客１から配
達することを区別するために、前者を納品と称し、後者を出荷、輸送と称する場合もある
。同様に区別するために、倉庫３から最寄拠点４に商品を移動させることを、輸送と称す
る場合もある。
【００４６】
　最寄拠点４に一時保管される商品は、購入頻度および購入量が多い商品や、短納期での
納品が求められる商品とすることが好ましい。本実施形態では、最寄拠点４に一時保管さ
れる商品は、同一商品が複数含まれる、いわゆるケース品（たとえば２４本入りの飲料、
１冊５００枚入りのコピー用紙の５冊分など）を対象とする。
【００４７】
　本実施形態では、最寄拠点４に一時保管される商品であっても、最寄拠点４に商品が存
在しない状況では倉庫３もしくは中継拠点から発送して顧客１に配達（納品）されるよう
にする。倉庫３から発送された商品は、図２の点線で示すように最寄拠点４で荷捌きして
顧客１の元に配達してもよいし、個別に顧客１の元に直接配達してもよい。倉庫３から発
送された商品を荷捌きする場所は、商品が一時保管されている最寄拠点４以外の場所であ
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ってもよいが、最寄拠点４で荷捌きを行うと、一時保管品と通常配送品の納品を同時に行
えるため配送効率が向上する。また、複数の業者によって倉庫３から最寄拠点４まで輸配
送された商品を、１つの業者がまとめて最寄拠点４から顧客１まで届けることで、処理の
分担が図れてさらに効率化される。全ての処理を１つ事業者で行うと、その事業者が全て
の宛先に商品を届ける必要があるが、２レベルの事業者で分担することで、宛先がたとえ
ば１００個の場合に、各事業者は１０個の宛先に商品を届ければよいだけとなる。
【００４８】
　また、最寄拠点４に商品がない場合に倉庫３から商品を発送するようにはしているが、
最寄拠点４の商品がなくなることは好ましくないので、輸配送管理システム２は、最寄拠
点４、中継拠点での数量管理を行い、予測される需要と比較して一時保管品数量が少なく
なった場合には、倉庫３もしくは中継拠点から最寄拠点４に商品を輸送して商品補充を行
う。これにより欠品を避けられる。さらに、補充用の輸送は実際に注文される前に行える
ため、いつ輸送を行うかをある程度自由に決定できる。そこで、一時保管対象品以外の商
品の需要予測、すなわち物流量の予測も行い、物流量が多いと予測される時期を避けて輸
送を行うこともできる。これにより、物流量を平準化することができる。
【００４９】
［システム構成および処理］
　上述した物流モデルを実現するための輸配送管理システムについて説明する。図３は、
本実施形態に係る輸配送管理システムの構成を示す図である。輸配送管理システムは、輸
配送管理サーバ２００と、倉庫サーバ３００と、中継拠点サーバ、最寄拠点サーバ４００
とを含んで構成される。
【００５０】
　各サーバは、演算プロセッサ（演算処理手段）、記憶装置、入力装置、出力装置、通信
装置を含む情報処理装置（コンピュータ）であり、記憶装置に格納されたプログラムを演
算プロセッサが実行することによりその機能が実現される。各サーバは、１台のコンピュ
ータによって実現されてもよいし、複数台のコンピュータが連携することによって実現さ
れてもよい。
【００５１】
　輸配送管理サーバ２００は、その機能部として、受注部２０２、出荷・納品指示部２０
４、需要予測部２０６、補充指示部２０８を有する。
【００５２】
（受注時処理）
　受注部２０２は、顧客１が使用する顧客コンピュータ１００から商品の発注を受け付け
る。顧客コンピュータ１００は、汎用的なコンピュータであってもよいし、ユーザインタ
フェースとして注文用のボタンのみを備えるような専用デバイスであってもよい。なお、
発注には、通常発注と、特定の商品を所定期間ごとに配達する計画発注（定期発注）とが
存在するが、ここではまず通常発注のみを考慮し、計画発注については後述する。通常発
注（以下、単に発注と称する）の注文情報には、商品・数量・配達先が含まれ、さらに配
達日時（配達時間帯）が含まれる場合もある。
【００５３】
　受注部２０２は、オンラインショッピングのＷｅｂサイトを提供するＷｅｂシステムと
して実装して顧客１から直接注文情報を取得してもよいし、Ｗｅｂシステムとは別システ
ムとして実装してＷｅｂシステムから注文情報を取得してもよい。
【００５４】
　出荷・納品指示部２０４は、顧客１からの注文の内容および最寄拠点４の商品数量に応
じて、商品を最寄拠点４から発送するか、中継拠点から最寄拠点へ荷物を輸送するか、倉
庫３から発送するかを決定して、最寄拠点サーバ４００または、中継拠点サーバ、倉庫サ
ーバ３００に対して、発送指示を行う機能部である。
【００５５】
　図４のフローチャートを参照して、受注時の処理を説明する。受注時の処理は、ステッ
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プＳ１０１において、受注部２０２が顧客１の注文情報を取得することから開始する。
【００５６】
　次にステップＳ１０２において、出荷・納品指示部２０４は、顧客１の配達先が最寄拠
点に対応した配達先であるか否かを、最寄拠点マスタＤＢ２１０を参照して決定する。最
寄拠点マスタＤＢ２１０は、図５に示すように、最寄拠点４と、顧客１およびその配達先
住所を関連付けて記憶する。最寄拠点４と顧客１および配達先住所は１対Ｎで関連付けら
れる。なお、ここでは簡単のために顧客１の配達先住所は１つのみであるとして説明する
が、顧客１の配達先住所が複数存在しても構わない。配達先住所が複数存在する場合には
、住所ごとに最寄拠点４と関連付けられる。
【００５７】
　出荷・納品指示部２０４は、最寄拠点マスタＤＢ２１０を参照して、注文情報に含まれ
る配達先が最寄拠点４と関連付けられているか判断する。配達先が最寄拠点４と関連付け
られている場合には、最寄拠点４からの配達が可能であると判断して処理はステップＳ１
０３に進む。一方、配達先が最寄拠点４と関連付けられていない場合には、最寄拠点４か
らの配達が不可能であると判断して処理はステップＳ１０７に進む。
【００５８】
　ステップＳ１０３では、出荷・納品指示部２０４は、顧客１からの注文に対応した数量
の商品が最寄拠点４に存在するか否かを、最寄拠点商品数量ＤＢ２１２を参照して判断す
る。最寄拠点商品数量ＤＢ２１２は、図６に示すように、最寄拠点４ごとおよび商品ごと
に商品数量を記憶する。最寄拠点商品数量ＤＢ２１２における商品数量は、出荷・納品指
示部２０４からの納品指示に応じて減少させ、倉庫３からの商品補充に応じて増加させる
。また、商品数量は、最寄拠点サーバ４００からの商品数量情報の送信によって更新され
てもよい。
【００５９】
　出荷・納品指示部２０４は、配達先に対応する最寄拠点４における注文商品の商品数量
が注文数量以上であれば、処理はステップＳ１０４に進む。商品数量が注文数量未満であ
れば、処理はステップＳ１０５に進む。
【００６０】
　ステップＳ１０４では、出荷・納品指示部２０４は、最寄拠点４から配達先に商品を納
品する納品指示を生成して、最寄拠点サーバ４００に送信する。納品指示は、商品・数量
・配達先住所・配達日時、および納品書や荷札ラベルなどの伝票を印刷するための伝票印
字情報を含む。最寄拠点サーバ４００は、納品指示を受信すると、納品指示を受信した旨
を配達員に通知する。配達員は、納品指示情報にしたがって、商品のピックアップや伝票
の印刷を行い、配達先住所の顧客まで商品を配達する。なお、最寄拠点４から配達先まで
は近距離であることから、商品の梱包を行わずにそのまま配達してよい。また、荷札ラベ
ルを付けることなく配達してもよい。
【００６１】
　ステップＳ１０５では、出荷・納品指示部２０４は、配達先に対応する最寄拠点４およ
びその上流の中継拠点６に存在する注文商品の合計が、顧客１からの注文数以上であるか
否かを判断する。中継拠点６に存在する商品の数量は、最寄拠点商品数量ＤＢ２１２と同
様の中継拠点商品数量ＤＢ（不図示）を参照することで判断できる。最寄拠点４と中継拠
点６とを合計して、注文数量以上の商品が存在する場合には、処理はステップＳ１０６に
進み、そうでない場合には処理はステップＳ１０７に進む。
【００６２】
　ステップＳ１０６では、出荷・納品指示部２０４は、中継拠点６および最寄拠点４から
配達先に商品を納品する納品指示を生成して、中継拠点サーバおよび最寄拠点サーバ４０
０に送信する。なお、中継拠点６と最寄拠点４からの商品納品は、別々に行ってもよいし
、最寄拠点４でまとめて一緒に行ってもよい。
【００６３】
　ステップＳ１０７では、出荷・納品指示部２０４は、倉庫３から配達先に商品を出荷す
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る出荷指示を生成して、倉庫サーバ３００に送信する。出荷指示は、商品・数量・配達先
住所・配達日時、および納品書や荷札ラベルなどの伝票を印刷するための伝票印字情報を
含む。倉庫３では、出荷指示に応じた商品のピックアップ、納品書印刷、梱包、配達車両
への搭載処理などが行われて、配達先住所の顧客まで商品が配達される。
【００６４】
（補充処理）
　輸配送管理サーバ２００の需要予測部２０６と補充指示部２０８は、最寄拠点４の商品
を補充するために用いられる機能部である。需要予測部２０６は、最寄拠点４ごとに商品
の需要予測を行い、予測需要量に応じた十分な数量の商品が最寄拠点４にない場合には、
補充指示部２０８が倉庫サーバ３００に対して最寄拠点４へ商品を補充するように指示す
る。以下、図７Ａのフローチャートを参照してより詳しく説明する。
【００６５】
　図７Ａに示す補充処理は、最寄拠点および商品ごとに定期的に実施される。実施の間隔
は、たとえば、倉庫３からの商品出荷の間隔に応じて行ってもよいし、より高頻度に行っ
てもよいし低頻度に行ってもよい。
【００６６】
　ステップＳ２０１において、需要予測部２０６は、今後の所定期間内における出荷数量
を予測する。本実施形態では、所定期間（需要予測の期間）は、補充処理の実施間隔と同
じとする。出荷数量の予測は、たとえば、最寄拠点４に対応する顧客ごとの出荷数量を予
測し、それを合計することで行える。需要予測部２０６は、過去の販売実績を格納した販
売実績ＤＢ２１４を参照して、顧客ごとの商品出荷量を予測できる。この際、曜日、季節
、天候、セールの有無、イベントなどの情報も考慮して出荷量を予測すると精度が向上す
る。
【００６７】
　需要予測部２０６は、ステップＳ２０２において、最寄拠点商品数量ＤＢ２１２を参照
して最寄拠点４の商品数量を取得して、ステップＳ２０３において、商品数量から予測出
荷数量を引いた値が閾値未満となるか否かを判断する。ここでの閾値は、商品数量がそれ
未満になると上記所定期間において欠品が発生するおそれがあるような値として設定すれ
ばよい。この閾値は、商品ごとに設定されることが望ましい。商品ごとの閾値は、全ての
最寄拠点で同じであってもよいし、最寄拠点ごとに異なってもよく、さらには、同一の商
品および同一の最寄拠点であっても時期によって異なる値であってもよい。
【００６８】
　ステップＳ２０３において商品数量から予測出荷数量を引いた値が閾値以上となる場合
は、補充は不要であるため、そのまま何もせずに処理を終了する。一方、商品数量から予
測出荷数量を引いた値が閾値未満となる場合は、処理はステップＳ２０４に進む。ステッ
プＳ２０４では、補充指示部２０８が、倉庫３あるいは中継拠点６から最寄拠点４に商品
を輸送する補充指示を生成して、倉庫サーバ３００あるいは中継拠点サーバに送信する。
補充指示は、商品・数量・補充先の最寄拠点等の情報を含む。補充数量は、たとえば、一
時保管数量があらかじめ定められた数量になるような数量として決定すればよい。倉庫サ
ーバ３００は、補充指示を受信すると、補充指示を受信した旨を配送員に通知する。配送
員は、補充指示にしたがって、倉庫３あるいは中継拠点６から商品を取り出して最寄拠点
４まで輸送する。本実施形態では、商品補充のための輸送は、商品を輸送用のカゴ台車に
搭載した状態で行われ、最寄拠点４にはカゴ台車ごと商品が一時保管される。最寄拠点４
に空になったカゴ台車がある場合には、この際に配送員が回収する。
【００６９】
　倉庫３あるいは中継拠点６から最寄拠点４への商品の事前輸送は、一括して行われる必
要はなく、顧客１への納品日までに必要な数量が最寄拠点に集まるようにすれば、どのよ
うにしてもよい。
【００７０】
　図１２を参照して、最寄拠点４への商品の補充処理について具体的に説明する。図１２
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は、倉庫３、中継拠点６、最寄拠点４、および顧客１の間の商品の移動を説明する図であ
る。ここでは、倉庫３から中継拠点６までの商品輸送および中継拠点６から最寄拠点４ま
での商品輸送に１営業日の時間がかかり、最寄拠点４から顧客１までの商品輸送（納品）
に１時間の時間がかかることを想定する。
【００７１】
　この例では、３月１日の時点に行う商品の出荷数量予測において、３月５日に合計３０
の商品の出荷が必要であると予測されている。具体的には、３月５日に、Ａさんに１０個
、Ｂさんに５個、Ｃさんに１５個であり、合計３０個である。
【００７２】
　この時点で、最寄拠点４には１０個しか商品が存在せず、また、中継拠点６にも１０個
しか商品が存在しない。したがって、中継拠点６にある１０個の商品を最寄拠点４に移動
するとともに、倉庫３から最寄拠点４に少なくとも１０個、安全を考えると２０個程度、
輸送する必要があることがわかる。
【００７３】
　３月５日の時点で最寄拠点４に商品がそろっていればよいので、輸配送管理サーバ２０
０の補充指示部２０８は、輸送キャパシティの空きを考慮して、補充計画を策定する。こ
の例では、３月１日は、倉庫３から中継拠点６まで、および中継拠点６から最寄拠点４の
いずれについても空き車両がないので、商品の輸送は行わない。３月２日は、中継拠点６
から最寄拠点４の輸送について空き車両があるので、中継拠点６にある１０個の商品を最
寄拠点４に移動する。これにより、最寄拠点４の商品数は２０個となり、中継拠点６の商
品数は０個となる。３月３日は、倉庫３から中継拠点６の輸送について空き車両があるの
で、倉庫３から２０個の商品を中継拠点６に移動する。この２０個は、中継拠点６の商品
保管可能数の上限を考慮して決められる。これにより、中継拠点６の商品数は２０個とな
る。３月４日は、中継拠点６から最寄拠点４の輸送について空き車両があるので、中継拠
点６から２０個の商品を最寄拠点４に移動する。これにより、最寄拠点４の商品数は４０
個となり、３月５日の予測出荷量３０個に安全係数を加えた４０個の商品が存在すること
になる。
【００７４】
　この例では、３月５日の出荷数量（注文数量）は、実際には２５個（Ａさん１０個、Ｂ
さん１０個、Ｃさん５個）である。したがって、３月５日に、最寄拠点４からＡさん・Ｂ
さん・Ｃさん宛にそれぞれ１０個・１０個・５個の商品を納品する。このように、実際の
発注が行われる際に、最寄拠点４に商品が事前に輸送されているので、発注から短時間（
この例では１時間）で商品を納品できる。
【００７５】
　また、上述のように、物流量が平準化できるタイミングで事前に商品を輸送していると
いう観点からも輸配送の効率化が行える。
【００７６】
　なお、この例では中継拠点６に商品を一時的に保管しているが、中継拠点６を介さずに
倉庫３から最寄拠点４に商品を輸送してもよいし、中継拠点６に商品を一時保管せずに倉
庫３から最寄拠点４に商品を輸送するようにしてもよい。
【００７７】
［本実施形態の有利な効果］
　本実施形態では、出荷元より複数の届け先に同一の商品を配送する物流モデルにおいて
、それらの届け先が輸配送経路上の拠点（最寄拠点・中継拠点）に集約する。さらに、届
け先からの配送依頼を過去実績をもとにした予測や予約発注情報などをもとに対象の商品
を物流量が平準化できるタイミングで最寄りの拠点に集約して輸送する。このようにする
ことで、個別の配送指示ごとに輸配送する既存のモデルに比べて効率的な物流モデルを実
現することができる。また、最寄り拠点からの配送になることで、依頼からお届け完了ま
での時間を大幅に短縮することが出来る。
【００７８】
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　また、本実施形態によれば、最寄拠点４を顧客１の近くに多数設けて、商品の一時保管
およびそこからの納品を行うとともに、倉庫３からの商品の配送も最寄拠点４を荷捌き場
として利用して行っている。これにより、倉庫３から最寄拠点４までの商品輸送と、最寄
拠点４から顧客１までの配達とを切り分けられ、別事業者で行える。これにより、既存物
流網への影響を回避できるという効果と、最寄拠点４から顧客１までのラストワンマイル
配達の参入事業者の増加という効果が得られる。
【００７９】
　さらに、需要予測に基づいて顧客（配達先）近くの最寄拠点まで事前に商品を輸送して
おくことで、顧客から発注があった時点では最寄拠点から配達先までの近距離の配達を行
えばよいだけとなる。したがって、発注から納品までの時間を極短時間とすることが可能
である。また、需要予測に基づいて最寄拠点の商品を補充しているため、欠品が生じる可
能性を最低限にすることができる。また、仮に欠品が生じた場合であっても、倉庫からの
発送が可能であるため、顧客からの注文は適切に処理することができる。
【００８０】
　また、本実施形態によれば、最寄拠点４から顧客（配達先）までの距離が近くなること
で、配達時間のばらつきを抑えることができ、予定通りの時間に配達が行える。これは再
配達の減少につながり効率が改善する。また、仮に再配達が発生しても、配達の距離が短
いことから再配達に係る労力も従来よりも格段に少なくてすむ。
【００８１】
　また、本実施形態に係る物流モデルでは、最寄拠点４から顧客１までの配達は徒歩で行
える程度の近距離であるため、最寄拠点４から顧客１まで商品を配達する事業者との参入
障壁が下がる。すなわち、より多くの事業者がラストワンマイル配送に容易に参入可能と
なり、これにより物流供給能力の増強が容易となる。なお、全ての配送を同一事業者で行
う場合であっても、ラストワンマイルの配達を経験の少ない配達員でも行えるため、配達
員の増強が容易となる。
【００８２】
［変形例１］
　上記の説明において、倉庫３から最寄拠点４への商品の輸送（補充）は、倉庫３から顧
客１への商品発送とは別途行われるように説明している。しかしながら、倉庫３から顧客
１への配送が最寄拠点４を介して行う場合、それぞれの荷物輸送を共通して行うことが効
率的である。
【００８３】
　ここで、既存の物流網を用いずに倉庫３からの商品輸送を行う場合、要求される輸送量
が日ごとに大きく変動することが想定される。ここで、通常発送品については配達日（納
品日）が指定されているため輸送日をずらすことは困難であるが、最寄拠点４への補充の
ための輸送は前倒しで行うことができる。そこで、本変形例では、最寄拠点４への商品補
充の実施タイミングを適宜ずらすことで、日ごとの輸送量のばらつきを抑える。これによ
り、輸送稼働率の向上が図れ、配送効率が改善する。
【００８４】
　上記の処理を実施するため補充処理を図７Ｂに示す。図７Ｂの補充処理は、最寄拠点４
ごとに定期的に実施される。
【００８５】
　ステップＳ２１１は図７ＡのステップＳ２０１と基本的に同様であるが、最寄拠点４に
保管される商品の需要だけでなく、通常配送される商品の需要も予測する。さらに、需要
予測の期間も、補充輸送・発送の実施間隔よりも長い期間（Ｎ期間。Ｎ＞１）とする。た
とえば、１日に１回倉庫３からの発送を行う場合には、たとえば７日後までの需要をそれ
ぞれの日ごとに予測する。
【００８６】
　ステップＳ２１２の最寄拠点の商品数量取得処理はステップＳ２０２と同様に行われる
。
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【００８７】
　ステップＳ２１３～Ｓ２１７のループ処理では、まず、ステップＳ２１３で変数Ｋに１
をセットして、最初の補充輸送・発送期間について補充の要否を判断する。ステップＳ２
１４において、Ｋ（＝１）期間後（たとえば、１日後）に、一時保管数量－予測出荷数量
が閾値未満となるか調べ、閾値未満となる商品については商品の補充を行うと判断する（
Ｓ２１５）。補充数量はあらかじめ定めた値であってもよいし、当該期間中の需要量を考
慮して決定してもよい。この時点で、補充の輸送量と通常発送の輸送量の合計が輸送キャ
パシティを超えておらず、かつ、変数ＫがＮ未満であれば（Ｓ２１６－ＹＥＳ）であれば
、変数Ｋを１インクリメントして（Ｓ２１７）、ステップＳ２１４からの処理を行う。Ｋ
＞１のときは、ステップＳ２１４の判断における「商品数量」には、現在最寄拠点４に存
在する商品数量だけでなく、時期Ｋ－１までの補充数量も含めて計算を行う。
【００８８】
　このような処理を行うことで、補充優先度の高い商品を確実に補充しつつ、輸送量に余
裕があれば、後の期間に補充してもよい商品をあらかじめ補充できる。すなわち、通常配
送が多い回には補充数量が少なくなり、通常配送が少ない回には補充数量が多くなり、全
体としての輸送量を平準化できる。
【００８９】
［変形例２］
　上記の説明では、販売実績のみに基づいて需要予測を行っているが、需要予測はその他
の情報を考慮して行うこともできる。たとえば、計画発注に基づいて需要予測を行うこと
が考えられる。ここで、計画発注とは、顧客が同じ商品を定期的に繰り返し購入するとい
う発注形態であり、おおよその配達日（納品日）が指定されるが直前までは配達日が確定
しないという発注形態である。たとえば、毎月２０日に商品を配達するよう登録しておき
、配達日の直前（たとえば３日前）になると顧客に配達日確認の問い合わせが入り、配達
日を前後させたりその月の注文自体をキャンセルしたりすることができる。計画発注は、
定期発注や定期便などとも呼ばれる。
【００９０】
　輸配送管理サーバ２００の受注部２０２は、このような配達日が確定していない発注で
ある計画発注情報や、計画発注の配達日を確定する発注確定情報も取得可能に構成される
。計画発注情報には、商品、数量、配達先、購入間隔、次回配達予定日などの情報が含ま
れる。需要予測部２０６は、過去の販売実績に加えて計画発注情報も考慮して、今後の所
定期間での出荷量を予測する。計画発注は、未確定の注文ではあるが実際に購入につなが
る確率が高いので、計画発注情報を考慮することで、比較的長いスパンの出荷数量を精度
良く予測することが可能となる。
【００９１】
　本変形例の処理は、変形例１と組み合わせて実施してもよい。
【００９２】
［変形例３］
　上記の説明では、需要予測を行って、需要数量と一時保管数量とを比較して商品補充を
行うか否かを決定している。しかしながら、需要予測を行うことなく、単純に最寄拠点４
の商品数量が閾値未満となったら補充を行うようにしてもよい。この場合、最寄拠点４で
の商品欠品の確率は上がるが、上記の説明で述べたそれ以外の効果は達成することができ
る。
【００９３】
　この際、変形例１と同様に、輸送キャパシティを考慮して商品補充数量を決定すること
も好ましい。たとえば、１つの商品に対して商品数量の閾値を複数設けて、より小さい閾
値未満となる商品ほど補充優先度が高いものとする。そして、補充優先度が高い商品から
順番に補充数量を確定していき、これを補充の輸送量と通常配送の輸送量の合計が輸送キ
ャパシティに達するまで行う。このようにすれば、補充優先度の高い商品を優先的に補充
しつつ、配送キャパシティ分の輸送が行える。通常配送が多い回には補充数量が少なくな
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り、通常配送が少ない回には補充数量が多くなり、全体としての輸送量を平準化できる。
【００９４】
［変形例４］
　上記の実施形態では、最寄拠点４の商品数量の管理を、輸送数量と納品数量の差として
管理している。このような管理だとデータベース上の商品数量と実際の商品数量に食い違
いが生じることがある。そこで、本変形例では、最寄拠点４の商品数量を常時正確に把握
できる仕組みを導入する。
【００９５】
　図８は、本変形例における最寄拠点４の数量管理の仕組みを説明するブロック図である
。上述したように、最寄拠点４への商品の輸送は、商品を輸送用カゴ台車８０に搭載した
状態で行われる。本変形例におけるカゴ台車８０は、底面部に重量センサ８１を有し、さ
らに通信機８２を有する。通信機８２は、最終的に輸配送管理サーバ２００と通信できれ
ば、３Ｇ，ＬＴＥ，Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標），ＷｉＦｉなど任意の通信装置であ
ってよい。
【００９６】
　カゴ台車８０は、重量センサ８１のセンサ読み取り値とカゴ台車８０の台車ＩＤとを含
む重量情報を、通信機８２を介して輸配送管理サーバ２００に送信する。通信機８２は、
輸配送管理サーバ２００と直接通信をしてもよいし、最寄拠点サーバ４００やその他の装
置を中継して通信してもよい。重量センサ８１による計測及び通信機８２による重量情報
の送信は、たとえば定期的に行われる。
【００９７】
　輸配送管理サーバ２００は、図３に示す構成に加えて、重量受信部２１６と商品数量更
新部２１８をさらに備える。重量受信部２１６は、カゴ台車８０から重量センサの読み取
り値と台車ＩＤとを含む重量情報を受信する。商品数量更新部２１８は、重量受信部２１
６が受信した重量情報と台車マスタＤＢ２２０と商品マスタＤＢ２２２に基づいて、最寄
拠点商品数量ＤＢ２１２を更新する。台車マスタＤＢ２２０には、台車ＩＤと、その台車
に搭載される商品の商品ＩＤが関連付けて記憶される（１つの台車には１つの商品のみが
搭載されるものとする）。また、商品マスタＤＢ２２２には、商品ＩＤと、その商品の１
個あたりの重量が関連付けて記憶される。商品数量更新部２１８は、これらのＤＢを参照
して、重量情報に対応する台車に搭載されている商品の個数を算出し、最寄拠点商品数量
ＤＢ２１２を更新する。
【００９８】
　このように、カゴ台車８０の重量センサ８１を用いることで、最寄拠点４の商品数量を
常に正確に把握することができる。
【００９９】
（第２の実施形態）
　第１の実施形態では、商品がケース品のようなある程度の大きいことを想定していたが
、本実施形態は、小型の商品を１個単位（バラ）で購入する場合に適切な販売・配送方式
を提案する。本実施形態において想定するバラ商品は、たとえばペン・付箋紙・乾電池な
どを例示できるが当然これらに限定されるものではない。
【０１００】
　なお、以下では、バラ商品の販売・配送について主に説明するが、本実施形態は第１の
実施形態と組み合わせて実施することができる。すなわち、本実施形態は、ケース品とバ
ラ品の両方に適切に対応するものである。
【０１０１】
　図９Ａは、本実施形態における物流モデルを説明する図である。本実施形態において、
商品は、カートリッジ式の容器９１（以下、カートリッジ９１と称する）に格納されて、
カートリッジ９１ごと顧客オフィスに置かれる。顧客オフィスには、カートリッジ９１を
挿入するためのラックが設けられる。図９Ｂはカートリッジ９１を説明する図である。カ
ートリッジ９１は、箱体９２と引き出し９３を含む。引き出し９３の底面部には重量セン
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サ９４が設けられており、箱体９２には通信機９５が設けられる。重量センサ９４による
読み取り値は、通信機９５を介して輸配送管理サーバ２００に送信可能である。
【０１０２】
　本実施形態では、顧客１は事前に購入処理を行うことなく、カートリッジ９１から商品
を取り出して使用可能である。カートリッジ９１の重量センサ９４のセンサ読み取り値は
、定期的に輸配送管理サーバ２００に送信され、輸配送管理サーバ２００は重量が閾値未
満となったら、商品の納品が必要だと判断して、最寄拠点サーバ４００に対して商品の納
品指示を行う。
【０１０３】
　最寄拠点サーバ４００が納品指示を受信したら、最寄拠点４の配達員は、商品が満載さ
れた新しいカートリッジ９１を顧客１の元まで配達する。配送処理自体は第１実施形態と
同様であるが、本実施形態では、配達員はカートリッジごと交換する。すなわち、それま
で顧客１の元にあったカートリッジを回収し、新しいカートリッジを顧客１の元に置いて
くる。そして、回収したカートリッジの重量センサ読み取り値と、新しいカートリッジの
重量センサの読み取り値は、輸配送管理サーバ２００に送信され、この重量の差に基づい
て顧客１に対する請求処理が実施される。
【０１０４】
　なお、本実施形態においても第１の実施形態と同様に、最寄拠点４内の商品（カートリ
ッジ）の数量管理が行われ、最寄拠点の商品数量が少なくなった場合には、倉庫３もしく
は中継拠点から最寄拠点４への補充が行われる。
【０１０５】
　本実施形態は、注文なしの「置き薬」式の販売（配置販売）と捉えることもできるが、
顧客１の元にあるカートリッジ９１の重量センサ読み取り値が閾値未満となった時点で、
商品の注文あるいはカートリッジ９１の配達指示があったとみなすことができる。
【０１０６】
　図１０は、本実施形態を実現するための輸配送管理システムの構成を示す図である。基
本的に第１の実施形態と同様であるが、輸配送管理サーバ２００が重量受信部２２４を有
し、顧客オフィスの元にあるカートリッジ９１から重量情報を受信する点と、この重量情
報に基づいて商品の出荷・納品を判断する点が異なる。
【０１０７】
　図１１は、本実施形態における配送処理の流れを示すフローチャートである。この処理
は、ステップＳ３０１において、重量受信部２２４が、顧客１の元にあるカートリッジ９
１から重量情報を受信したタイミングで開始する。ステップＳ３０２において、重量受信
部２２６は、重量情報からカートリッジ９１内の商品個数を算出する。この算出は、カー
トリッジ９１内に格納されている商品の１個あたりの重量を参照することで行える。
【０１０８】
　ステップＳ３０３において、受注部２０２は、カートリッジ９１内の商品個数が閾値未
満であるかどうかを判断する。この閾値は、商品に応じて適切に決定すればよく、顧客の
商品消費ペースに応じた値となっていることがより好ましい。商品の個数が閾値以上であ
れば、顧客１の元に十分な量の商品があると判断して処理を終了する。一方、商品の個数
が閾値未満であれば、顧客１の元に商品の補充が必要であると判断する。この場合、受注
部２０２は、顧客１の元にカートリッジ９１を配達する注文を受注したとみなして、顧客
１（配達先）までカートリッジ９１を配達することを示す注文情報を取得した場合と同様
の処理を行う。
【０１０９】
　ステップＳ３０４では、出荷・納品指示部２０４は、１つ（１単位）のカートリッジ９
１を顧客１の元に納品し、かつ配達先にあるカートリッジ９１を回収することを指示する
納品指示を生成して、最寄拠点サーバ４００に送信する。最寄拠点４の配達員は、新しい
カートリッジ９１を最寄拠点４から取り出して顧客１の元まで配達し、カートリッジごと
交換する。なお、図１１では示していないが、本実施形態においても第１の実施形態（図
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４のステップＳ１０２～Ｓ１０５）と同様に、顧客１の配達先が最寄拠点４に対応してい
るか否かと、最寄拠点４にカートリッジ９１があるか否かを判断して、配達先が最寄拠点
４に対応しておりかつ最寄拠点４にカートリッジ９１があれば最寄拠点サーバ４００に納
品指示を送信し、それ以外の場合は倉庫サーバ３００に出荷指示を送信する。
【０１１０】
　ステップＳ３０５において、カートリッジ９１の交換後に、顧客１の元にあったカート
リッジ９１から重量情報を取得する。これは、たとえば、カートリッジの交換の際に、配
達員がカートリッジ９１を操作することで、カートリッジ９１から交換時の重量情報が送
信されるようにしておけばよい。
【０１１１】
　ステップＳ３０６において、重量受信部２２６は、ステップＳ３０２と同様に受信した
重量から商品の個数を算出する。そして、ステップＳ３０７において、請求処理部２２８
が、納品したカートリッジ９１内の商品個数と、回収したカートリッジ９１内の商品個数
の差に基づいて請求処理を行う。なお、請求処理部２２８は、それ自体が全ての請求処理
を実施してもよいが、別途も受けられた請求サーバに対して請求処理の実行を要求するよ
うに構成されてもよい。
【０１１２】
　本実施形態によれば、顧客１は、バラ商品の注文を明示的に行う必要がなく、常に商品
が顧客１の手元にある状態を維持でき、使いたい分だけ商品を使うことができる。販売・
配送業者にとっても、バラ商品を１つずつ販売・配送する手間が省けるので、効率的であ
る。
【０１１３】
　なお、バラ商品の全てを上述のカートリッジを用いた販売とする必要はなく、バラ商品
であっても第１の実施形態と同様に、販売サイトを介した発注に応じて、最寄拠点４（最
寄拠点４に商品がなければ倉庫３）から商品を配達するようにしても構わない。
【０１１４】
　また、本実施形態においてカートリッジ９１内から送信される重量センサ読み取り値に
基づいて、輸配送管理サーバ２００がカートリッジ９１の交換を行うようにするが、顧客
１が明示的にカートリッジ９１の交換要求（容器の配達要求）を送信するようにしてもよ
い。顧客１は、たとえば、コンピュータを用いて輸配送管理サーバ２００にアクセスして
交換要求を送信してもよい。あるいは、カートリッジ９１をユーザインタフェースとして
ボタンを有するようにして、顧客１がこのボタンを押すと通信機から交換要求が輸配送管
理サーバ２００に送信されるようにしてもよい。このような手法によれば、カートリッジ
９１に重量センサを設けなくても、上記と同様の効果を得ることができる。
【０１１５】
　本実施形態は、ケース品の販売・配送に関わる第１の実施形態およびその変形例と組み
合わせて実施することを想定しているが、ケース品の販売・配送を行わずに本実施形態の
みを単独で実施するようにしてもよい。
【０１１６】
（コンピュータが読み取り可能な記録媒体）
　コンピュータその他の機械、装置（以下、コンピュータ等）に上記サーバの設定を行う
ための管理ツール、ＯＳその他を実現させるプログラムをコンピュータ等が読み取り可能
な記録媒体に記録することができる。そして、コンピュータ等に、この記録媒体のプログ
ラムを読み込ませて実行させることにより、その機能を提供させることができる。
【０１１７】
　ここで、コンピュータ等が読み取り可能な記録媒体とは、データやプログラム等の情報
を電気的、磁気的、光学的、機械的、または化学的作用によって蓄積し、コンピュータ等
から読み取ることができる記録媒体をいう。このような記録媒体のうちコンピュータ等か
ら取り外し可能なものとしては、例えばフレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＣＤ－
ＲＯＭ、ＣＤ－Ｒ／Ｗ、ＤＶＤ、ブルーレイディスク、ＤＡＴ、８ｍｍテープ、フラッシ
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ュメモリ等のメモリカード等がある。また、コンピュータ等に固定された記録媒体として
ハードディスクやＲＯＭ等がある。
【符号の説明】
【０１１８】
１・・・顧客（オフィス）　２・・・輸配送管理システム
３・・・倉庫　　　　　　　４・・・最寄拠点
１００・・・顧客コンピュータ
２００・・・輸配送管理サーバ　２０２・・・受注部　２０４・・・出荷・納品指示部
２０６・・・需要予測部　２０８・・・補充指示部　２１０・・・最寄拠点マスタＤＢ
２１２・・・最寄拠点商品数量ＤＢ　２１４・・・販売実績ＤＢ
３００・・・倉庫サーバ
４００・・・最寄拠点サーバ
８０・・・カゴ台車　８１・・・重量センサ　８２・・・通信機
９１・・・カートリッジ式容器　９２・・・箱体　９３・・・引き出し
９４・・・重量センサ　９５・・・通信機

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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